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多様な人材の確保・育成と
組織の活性化

　時代により変化し、多様化・高度化する公共課題に的確に対応し、本市の魅力と活力を高めていくた
め、最重要となる経営資源は、人材である。今後新たな公共課題に対応していくためには、既存業務の
効率化と再構築を進めるとともに、職員の資質と能力を伸ばし、多様性を最大限に生かして、組織力の
向上を図る必要がある。そのため、先進的な行政に資する有為で多様な人材の確保・育成の強化と、各
職員が十分に力を発揮できる環境づくりや人事・給与制度の改善に取り組む。

基本施策 5

ダイバーシティ＊推進、
ワーク・ライフ・マネジメント＊支援と組織活性化

　労働・生活をめぐる環境の多様化を踏まえ、全ての職員が仕事と生活のバランスを取り、心身ともに
健康で意欲をもって能力を十分に発揮できるよう、障害者任用をはじめ、ダイバーシティ＊の取組みを
推進する。また、職員間での業務負担の平準化、テレワークの本格導入、メンタルヘルスケアの取組み
の強化等を実施し、職員の働きやすい環境づくりを行うとともに、所属にとらわれない職員間の意見交
換が円滑に行われるような職場の風土を醸成する。
　定年延長制度＊の実施に伴い、高年齢層の職員の増加を踏まえた適切な組織運営について検討すると
ともに、職員のモチベーションを維持・向上し、かつ、これまで培ってきた知見を生かす職務のあり方
を検討する。 

2

　多様化・高度化する公共課題に的確に対応するため、民間企業
や国・他自治体の採用動向を踏まえたうえで多様な人材を確保す
るとともに、より適切な配置や育成を行うための方策を検討する。
特に一般技術職については、近時の採用状況を踏まえ、庁内ワー
キングやインターンシップの活用等、採用を支援する全庁的な体
制を構築し、多様な採用手法を検討する。福祉職などの他の専門
職については、そのあり方や人材確保の方策を検討する。
　また、市内外の有識者、国、他の自治体、民間企業及び調査研
究機関等とのネットワークの強化、交流や派遣研修の充実を図る
とともに、特に自治体DX＊推進のための取組みを強化する。加えて、
副業と兼業の進展に伴い、専門的な知見、技術を有する市民を活
用した人材登用についても研究する。

課題に的確に対応できる人材の確保・育成と
組織の活性化1

職員採用PRリーフレット
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日本経済の情勢と国の財政1

　日本経済は、令和２（2020）年以降、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けてきたが、

令和４（2022）年３月にまん延防止等重点措置が全て解除され、ウィズコロナの下で消費と設備投

資に回復が見られるなど、緩やかに持ち直している。一方、ロシアのウクライナ侵攻等による原材

料価格の上昇や円安による輸入物価の上昇は国内物価を上昇させ、家計・企業の活動に影響を与

えている。また、世界的な金融引締めの動き等により、海外の景気減速も懸念される。令和５（2023）

年６月に発表された月例経済報告では、「景気は、緩やかに回復している。先行きについては、雇用・

所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、

世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなってい

る。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」としている。

　このような経済状況の中、国の財政状況は、景気回復に伴い歳入が増加しており、基礎的財政収

支は赤字幅が縮小する見込みとなっているが、黒字化には遠く及ばない。国の借金である国債の残

高は令和５（2023）年度末に1,068兆円に達すると見込まれており、財政健全化に向けた取組みが必

要とされている。

　中長期的には、人口減少・少子高齢化の進行により、働く世代の減少が見込まれ、生産活動の

停滞や消費の縮小につながり、経済規模が縮小する可能性がある。加えて、拡大が続く社会保障

制度をどのように維持していくかは大きな社会経済の問題である。

武蔵野市の財政の状況と課題2

　過去10年間、歳入は大きく増収傾向となっており、令和４（2022）年度決算額は、

793億円に達している。令和２（2020）年以降は新型コロナウイルス感染症対策に係

る国庫支出金、都支出金の増が見られる。その他、国や都の税収増に伴い、税連動

交付金等*もこの10年間で大きく増となっている。（図表１）。

図表 1　歳入決算額の推移
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図表 2　市税収入決算額の推移

図表 3　歳出性質別決算額の推移
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　基金については、今後の公共施設の更新等に備え、積極的な積立てに努めた結果、令和４（2022）

年度末の残高が、一般会計で533億円となっており、平成25（2013）年度と比べ47.6％、172億円

を増加させることができた（図表４）。

　借入金については、令和４（2022）年度末の残高が、一般会計、下水道事業会計、土

地開発公社あわせて、261億円で、平成25（2013）年度に比べ31.3％、119億円減少し

ている（図表５）。

図表４　基金年度末残高の推移
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資的経費＊は、平成26（2014）年度からの武蔵野クリーンセンター建設事業など大規模な建設事業

の際に増額となっている（図表３）。今後、本計画期間である令和６（2024）年度以降は、学校施設

をはじめ老朽化した公共施設が順次更新の時期を迎えるため、建替えにさらに多額な費用が必要

となる。
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これまでの実績と今後の財政運営等3

　財政計画は、本市の総合的な行政運営を行うための財源的な裏付けを保証するものであり、この
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　第六期長期計画・調整計画の実効性を担保し、規律を持った財政運営を行うため、令和６（2024）

年度から令和10（2028）年度における財政計画の策定方法は、次のとおりとした。

　現状では豊かな財政力を有する本市において、今後、税収は安定的な推移が見込まれ、すぐに

財政がひっ迫するという懸念は少ない。しかし、今後、公共施設等の更新にかかる経費や、少子高

齢化のさらなる進行に伴う社会保障関係費等の経常的経費の増大に加え、予見できない支出ニー

ズも発生し得る。こうした状況を踏まえ、第六期長期計画に掲げた「誰もが安心して暮らし続けら

れる魅力と活力があふれるまち」を実現するために、長期計画・調整計画における財政計画や武蔵

野市公共施設等総合管理計画＊に基づき、毎年度の予算編成や予算管理を通じて財政規律を維持し

ていくと同時に、基金や市債を活用し持続可能な財政運営を図りながら、必要な投資を行っていく

必要がある。計画期間における財政運営は、次の事項に留意し、取り組んでいく。

 

　　

　さらに、今後の市政運営に大きな影響を及ぼす事態が発生した場合、いち早くそれらを察知し、

早期に適正な対応を図るため、財政運営の見直し基準を以下の２段階で設定する。

１　以下のいずれかの条件を満たす場合、将来の財政状況を検証するための財政シミュレーション

（P119参照）を再度実施する。

　　①市の人口推計が見直された場合

　　②経常収支比率＊が88.0％を超えた場合

　　③将来負担比率がゼロを超えた場合

２　さらに、以下のいずれかの条件を満たす場合、財政状況が相当に悪化しているものと認識し、

抜本的な歳出削減策を目的とした、市独自の財政改善計画を作成する。

　　①経常収支比率＊が95.0％を超えた場合

　　②将来負担比率が100.0％を超えた場合

１　財政計画は、一般会計について作成する。特別会計については、各会計の財政計画を作成し、
一般会計からの繰出金を推計する。

２　各年度の歳入・歳出は、令和５（2023）年度予算を基準とし、それ以前の決算額や推移も参考
にする。

３　財政計画作成時点における税財政制度を前提とし、制度改正が確実なものは当該年度に計上
する。ただし、制度改正が確実である場合でも、財源負担等の内容が不明・未決定の場合は、
現状の制度にて計上する。

４　計画期間内の各年度にほぼ確実に予定され、見込むことができる歳入・歳出の増減は当該年度
に計上する。

５　武蔵野市の将来人口推計（令和４（2022）年12月）を加味する。
６　基金残高は、過去の実績から年度ごとの決算予測を行い、基金積立金を算出し計上する。

　　〇 既存事業を見直し、経常収支比率＊を今後も88.0％以下に抑えるよう努めながら、必要な投
資を行っていく。

　　〇 市債は、世代間における負担の公平性を図るとともに、将来の過度な財政負担を回避する
観点から、一般財源及び基金の充当とのバランスをとり、あわせて市債残高にも留意する。

　　〇基金は、今後の公共施設や大規模な都市基盤施設の更新に対し、有効に活用していく。
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図表９　将来負担比率の推移

図表８　経常収支比率の推移

財政運営の見直し基準である経常収支比率*と将来負担比率の推移

　市の財政の弾力性を示す指標である経常収支比率＊は、平成25（2013）年度以降、おおむね80％

台で推移している（図表８）。なお、令和４（2022）年度は、市税収入の増等により、前年度から3.0

ポイント減の81.2％となっている。

　市の財政を圧迫する可能性の度合いを表す将来負担比率は、将来において返済

や支払が必要となる金額（実質的な負債）の標準財政規模＊に対する割合によって

算出し、プラス表示は財政圧迫の要因となることを、マイナス表示は将来負担が

少ないことを表している。

　本市では、平成25（2013）年度以降、おおむねマイナス70～90％の範囲で推移

している（図表９）。
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※国が定める将来負担比率の市町村の早期健全化基準は350％となっている。この数値を超えると、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
　（「健全化法」）に基づき、地方債の発行が制限されたり、「財政健全化計画」を定める必要が生じる。
※将来負担比率はマイナス表記の場合、「－（ハイフン）」で公表されるため、全国市町村や26市の平均値を算出し比較することはできない。

（年度）
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財政計画（令和６（2024）～令和 10（2028）年度）4

　令和６（2024）年度から令和10（2028）年度までの５年間の財政計画は図表10のとおりとなる。

　歳入のうち市税は、令和５（2023）年１月時点の税制をベースに見込んだ。ふるさと

納税制度による減収も見込んでいるが、令和６（2024）年度評価替による固定資産税等

の評価額の上昇等により、計画期間の５年間の市税は、微増で推移すると推計した。

　国庫支出金及び都支出金は、扶助費＊、投資的事業、その他に区分し、それぞれに対

して過去の実績及び今後の投資的事業の計画から推計した。

　繰入金は、投資的経費＊に対する特定目的基金からの繰入れ等が５年間で合計276億円と見込む。

　市債は、新規事業における適債事業から５年間で合計120億円と見込む。

　歳出については、人件費は給与改定を見込まず、また、退職手当については、定年延長に係る

制度改正を勘案し推計した。

　扶助費＊は、人口推計やこれまでの決算額の推移に基づき推計した。

　公債費＊は、３年据置き20年償還、借入利率は過去30年間の平均利率である1.86％で推計した。

図表１０　第六期長期計画・調整計画　財政計画
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　物件費は、計画期間における光熱水費や委託料等の物価上昇、学校改築に係る備品購入費、消

耗品費等を勘案し推計した。

　補助費等は、令和５（2023）年度と同規模と見込み、下水道事業会計負担金を勘案して推計した。

　繰出金は、特別会計ごとに作成した財政計画から５年間合計で294億円と推計した。

　投資的経費＊については、計画期間中には、小中学校の改築、保健センターの増築及び複合施設

整備、公共施設の保全工事など、多額の経費を要する事業が予定されている。こうした投資的経

費*は全体で661億円と見込まれ、その財源内訳は図表11のとおりである。

　基金及び市債の残高は図表12のとおりである。

　基金については、決算見込みにおける歳入・歳出の差額を積み立てるものとした。

決算見込みは計画額にこの５年間の決算額から求めた歳入の収入率と歳出の執行率

を勘案して求めた。こうして算出した結果、令和10（2028）年度における一般会計の

基金残高は543億円で、５年間で36億円の減となる。

図表１１　経常及び資本予算

図表１２　基金と市債等の残高見込み

一般財源

国庫支出金
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区　分 令和6年度
（2024） 令和6～10年度

計画額 合計額
令和7年度
（2025）

令和8年度
（2026）

令和9年度
（2027）

令和10年度
（2028）

（億円）

基金残高（一般会計）

市債残高（一般会計）

企業債残高（下水道事業会計）

土地開発公社借入残高

　　

533

533

112

78

72

262

271

570

570

105

78

99

282

288

579

579

115

84

81

280

299

593

593

124

90

77

291

302

599

599

132

95

72

299

300

565

565

154

101

70

325

240

543

543

170

107

56

333

210

令和6年度
（2024）

令和5年度
（2023）

令和4年度
（2022）

※下水道事業会計の基金残高については、本財政計画策定時点（令和5（2023）年6月末）で基金の廃止が検討されているため基金残高合計から除く。

計画額予算決算
令和7年度
（2025）

令和8年度
（2026）

令和9年度
（2027）

令和10年度
（2028）

（億円）

基金残高合計（A）

市債等残高合計（B）

基金残高（A）ー市債等残高（B）
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　令和６（2024）年度から令和10（2028）年度までの、５年間の財政計画及び一般会計における基

金と市債等の残高見込みは図表13のとおりである。

図表１３
令和６（２０２４）～令和１０（２０２８）年度における財政計画
及び一般会計における基金と市債等の残高見込み

（予算規模、基金、市債の推移）
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令和6年度
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令和7年度
（2025）

令和8年度
（2026）

令和9年度
（2027）

令和10年度
（2028）

投資的経費

義務的経費

765 757 769

830 817

予算規模

（人件費、扶助費、
公債費）

物件費等
（物件費、補助費等、
繰出金、その他）

市債残高基金残高

579

115

593

124

599

132

565

154

543

170



118 119

第
7
章

財
政
計
画

　令和６（2024）年度から令和10（2028）年度までの、５年間の財政計画及び一般会計における基

金と市債等の残高見込みは図表13のとおりである。

図表１３
令和６（２０２４）～令和１０（２０２８）年度における財政計画
及び一般会計における基金と市債等の残高見込み

（予算規模、基金、市債の推移）

900

800

700

600

500

400

300

200

100

0

（億円）

令和6年度
（2024）

令和7年度
（2025）

令和8年度
（2026）

令和9年度
（2027）

令和10年度
（2028）

投資的経費

義務的経費

765 757 769

830 817

予算規模

（人件費、扶助費、
公債費）

物件費等
（物件費、補助費等、
繰出金、その他）

市債残高基金残高

579

115

593

124

599

132

565

154

543

170

118 119

第
7
章

財
政
計
画

　現状の社会経済状況、社会保障制度や税財政制度を前提に、本市の将来人口推計を考慮し、

昨今の物価高騰も投資的経費＊や物件費に加味して、令和６（2024）年度から令和35（2053）年度

までの30年間のシミュレーションを作成した。なお、公共施設の更新等の費用については、第２

期武蔵野市公共施設等総合管理計画＊に基づいたうえで、一定の物価上昇率や令和５（2023）年６

月末時点までの追加、変更を反映して算出している。

　歳入については、市税はシミュレーション期間半ばまでは微増ないし、横ばいで推移するもの

の、その後は生産年齢人口の減などにより逓減していくと見込む。国庫支出金については、一部

投資的経費*を対象とした補助を見込むものの、全体では国の財源不足から増は厳しいと見込ま

れる。

　歳出については、特に高齢者人口の増を背景に、社会保障費にあたる扶助費＊や介護保険事業

会計等への繰出金の増が見込まれる。物件費についても、物価高騰や労務単価増の影響から一

定期間逓増が続くものと想定している。なお、公共施設の大更新期を迎え、投資的経費＊の増大

は市の財政に大きな影響を与える要因であり、その推移を注視していく必要がある。

　シミュレーション期間における、市債と基金の推移予測に関しては、市債、基金ともに投資

的経費＊の財源として積極的な活用を図り、最終年度である令和35（2053）年度には、市債残高

401億円、基金残高117億円を見込んでいる。

　なお、本シミュレーション作成時点（令和５（2023）年６月末）において、国が検討を進めてい

る児童手当の所得制限撤廃に伴う扶助費＊の増や、事業の実施時期や規模が定かではない吉祥寺

南口駅前広場事業、三鷹駅北口駅前広場事業の投資的経費＊等の増に関しては、本シミュレーショ

ンには未反映としている。

 参考 長期財政シミュレーションについて

　これまで、第五期長期計画・調整計画、第六期長期計画と掲載してきた長期財政シミュレーショ

ンについては、シミュレーションどおりになるのかという正確性への言及や、可能性のある複数シ

ナリオを提示した方が良いという意見などがあり、その掲載方法や位置付けが課題となっていた。

　今回、財政シミュレーションを作成するにあたり、第六期長期計画・調整計画策定委員会にお

いて、改めて実施の目的について協議を行った。

　本市では、今後30年間にわたって公共施設の大更新期を迎え、多額の投資的経費＊が生じると

いう、財政上の大きな課題が存在する。そのため、本シミュレーションについては、この課題に

十分対応することができるかどうかを評価するためのものと位置付け、現時点で最も蓋然性が高

いと思われる一つのシナリオを作成し、推計を実施することとした。あわせて、本シミュレーショ

ンは、将来の財政状況を正確に予測することに主眼を置くものではなく、将来の財政状況を検証

するためのものであることを再確認した。

■財政シミュレーションの位置付けについて

■第六期長期計画・調整計画における財政シミュレーション
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第六期長期計画・調整計画における財政シミュレーション
令和６（２０２４）～令和 35（２０５３）年度

　今回のシミュレーションにおいては、市税収入や税連動交付金等＊の収入が予測どおり推移し

た場合、公共施設の大更新期を基金が枯渇することなく乗り切れる見通しが確認できた。同時に、

更新に係る多額の投資的経費＊に加え、物価高騰や労務単価増の影響による投資的経費＊の上乗

せや物件費の増、さらに扶助費*や繰出金などの社会保障費の増などにより、基金残高の大幅な

減、市債残高の大幅な増は避けることができない見込みでもある。加えて、大規模災害や新た

な感染症、景気の低迷などの社会情勢の変化や算入できていない大規模事業などを踏まえると

楽観視できる状況ではない。

　公共施設等の更新を着実に進めながら、将来にわたって充実した市民サービスを継続していく

ため、引き続き、財政規律を維持しながら、経常経費の節減、事務事業の見直しなどの不断の努

力を続け、健全な財政運営を行っていく必要がある。

■第六期長期計画・調整計画における財政シミュレーションの評価
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